
る。この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読

み替えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の条例の規定は、令和３年度分の保険料から適用し、令和２年度分

までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率を定めること等の

ため、この条例を制定するものである。 

議案第   号 

 

川崎市福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和３年 ２ 月１５日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

   川崎市福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例 

第１条 川崎市福祉のまちづくり条例（平成９年川崎市条例第３６号）の一部

を次のように改正する。 

 第３０条第２号中「車いす使用者用便房」を「車椅子使用者用便房」に改

める。 

第３２条第４号中「車いす使用者用便房」を「車椅子使用者用便房」に改

め、同条第５号中「車いす使用者用駐車施設」を「車椅子使用者用駐車施設」

に改める。 

 第３３条の見出し中「特定建築物」を「公立小学校等及び特定建築物」に

改め、同条中「第２６条」を「令第５条第１号に規定する公立小学校等及び

第２６条」に改める。 

第２条 川崎市福祉のまちづくり条例の一部を次のように改正する。 

  目次中「第２２条」を「第２１条」に、「第２３条～第２５条」を「第２

２条～第２４条」に、「第２６条」を「第２５条」に改める。 

第１０条第２項中第８号を第１０号とし、第７号を第９号とし、同項第６

号中「案内標示及び視覚障害者誘導施設」を「標識、案内設備及び案内設備

議案第１５号



までの経路」に改め、同号を同項第８号とし、同項中第５号を第７号とし、

第１号から第４号までを２号ずつ繰り下げ、同項に第１号及び第２号として

次の２号を加える。 

⑴ 移動等円滑化経路（令第１８条第１項に規定する移動等円滑化経路を

いう。以下同じ。）に関する事項 

⑵ 敷地内の通路に関する事項 

 第２２条を削る。 

第３章第３節中第２３条を第２２条とし、第２４条を第２３条とし、第２

５条を第２４条とする。 

第４章中第２６条を第２５条とし、第２７条を第２６条とする。 

第２８条中「規定する建築物移動等円滑化基準に付加する事項」の次に「（次

項に規定する条例対象小規模特別特定建築物（令第１０条第２項に規定する

条例対象小規模特別特定建築物をいう。以下同じ。）に係るものを除く。）」

を加え、「第３３条」を「第３２条」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 条例対象小規模特別特定建築物について法第１４条第３項の規定により

同条第１項に規定する建築物移動等円滑化基準に付加する事項は、次条か

ら第３０条まで、第３２条及び第３３条に定めるところによる。 

 第２８条を第２７条とし、第２９条を第２８条とし、第３０条を第２９条

とする。 

第３１条第１項中「令第１８条第１項に規定する」及び「（以下「移動等

円滑化経路」という。）」を削り、同条を第３０条とする。 

第３２条第２号中「道等（以下この条」の次に「及び第３３条」を加え、

同条を第３１条とする。 

第３３条中「第２６条」を「第２５条」に、「第２９条第１項、第３０条」

を「第２８条第１項、第２９条」に改め、「前条の規定」の次に「（条例対



象小規模特別特定建築物にあっては、同条の規定を除く。）」を加え、同条

を第３２条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（建築物移動等円滑化基準に関する規定の準用） 

第３３条 条例対象小規模特別特定建築物の廊下等については令第１１条の

規定を、条例対象小規模特別特定建築物の階段については令第１２条（第

６号を除く。）の規定を、条例対象小規模特別特定建築物の傾斜路につい

ては令第１３条の規定を、条例対象小規模特別特定建築物の便所について

は令第１４条の規定を、条例対象小規模特別特定建築物の敷地内の通路に

ついては令第１６条の規定を、条例対象小規模特別特定建築物の駐車場に

ついては令第１７条の規定を、条例対象小規模特別特定建築物の移動等円

滑化経路については令第１８条の規定を、条例対象小規模特別特定建築物

の令第２０条第１項及び第２項の規定による設備又は同条第３項の規定に

よる案内所については同条の規定を、条例対象小規模特別特定建築物の道

等から同条第２項の規定による設備又は同条第３項の規定による案内所ま

での経路については令第２１条の規定を準用する。この場合において、令

第１８条第１項中「次に」とあるのは「第２号又は第３号に」と読み替え

るものとし、条例対象小規模特別特定建築物のうち令第５条第１号に規定

する公立小学校等及び第２５条の規定により特別特定建築物に追加した特

定建築物については、令第１１条から第１４条まで、第１６条、第１７条

第１項及び第１８条第１項中「不特定かつ多数のものが利用し、又は主と

して高齢者、障害者等が利用する」とあるのは「多数の者が利用する」と

読み替えるものとする。 

第３４条中「第２６条」を「第２５条」に改める。 

別表中「第２７条」を「第２６条」に改める。 

  附 則 



（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第２条及び次項の

規定は、同年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第２条の規定の施行の際現に工事中の指定施設（川崎市福祉のまちづくり

条例第１５条に規定する指定施設をいう。以下同じ。）の新築等（川崎市福

祉のまちづくり条例第１１条に規定する新築等をいう。以下同じ。）又は第

２条の規定の施行の日から令和３年１０月３０日までに工事に着手する指定

施設の新築等については、同条の規定による改正前の条例第２２条の規定は、

なおその効力を有する。 

 

 

参考資料 

 

   制 定 要 旨 

 

 公共的施設の整備基準に移動等円滑化経路に関する事項等を追加すること、

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部改正に伴

い条例対象小規模特別特定建築物の建築物移動等円滑化基準に付加する事項を

定めること等のため、この条例を制定するものである。 


